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今年の夏は暑 くなるとの予報が出ました。気象庁が5月 25日 に発表 した6～ 8月 の3カ

月予報によると、全国的に気温は平年より高くなる見通 しです。今年は、全国的に春先

から平年より高めの気温とな り、さくら祭を菓桜の下で開催する羽目になるケースが続

出しましたが、このまま夏も猛暑になる可能性が高まつています。

猛暑の消費押し上げ効果

こうした夏の猛暑は、個人消費を押し上げるという評価が定着しつつあります。ま

ず、思い浮かぶのは、暑くなると売れる季節商品でしょう。

猛暑となつた年に夏の消買を押し上げた内容を見ると、金額的に大きいのはエアコン

です。そのほか、クーラーの使用が増えるので電気代、夏物衣料、日傘、サングラスな

どの身の回り品、制汗剤、日焼け止めなどの金額が膨らみます。食品では、ビール、茶

欲料、スポーツ ドリンクやアイス、果物、麺類などが増えます。揚げ物など火を使う調

理をしたくないため、寿司などのタト食費も多くなるほか、アイスコーヒーやカキ氷など

も人気になるので喫茶店利用代も増えます。レジャーではプール、屋内遊園地などが人

気となります。

一方で、ガス代、寝具類、ノくンなどは減ります。また、屋外のテーマパークなどでは

猛暑で入場者数が減った年がありました。

プラス効果とマイナス効果を合わせた消費全体では、フ～9月期の平均気温が1度上昇

すると、実質個人消費が前年比+0.260/0押 し上げられる、と試算されます。アベノミク
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ス開始後の2013年初から2018年初までの個人消費の年平均実質増加率が +0.40/0に と

どまる中では、大きなインノ〔ク トがあるといえます。夏は暑 くなると、個人消費が上曽え

るのです。

[図表]7～ 9月期の東京の平均気温 (平年値との差)と実質個人消費 (前年比 )
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秋以降の消費の「夏′〈テ」 に注意

もつとも、消費者の収入は気温が上昇 しただけで増えることはあ りません。猛暑によ

る消費の盛 り上が りは、暑さをしのぐためについついビールに手がイ申びる、ついつい

クーラーをつけてしまう、といった予算オーノヽ一で使ってしまう結果であることが多い

のです。

このため、秋以降は使いすぎた分を節約する動きが出てくる可能性があります。実

際、猛暑だった2010年や2015年には10～ 12月期の消費が前期比マイナスとな り、フ～

12月 で均 (な ら)してみればほぼ横ばい、ということにな りました。

今年についてみると、足元の雇用・所得環境は改善を続けています。今夏の賞与も昨

年より増える見通 しであるため、仮に夏の盛り上が りと秋以降の落ち込みが発生 して

も、均 してみれ (剖固人消費全体では緩やかな増加基調は維持される見通 しです。もつと

も、個別の商品・業種では、猛暑特需の波 に乗れないと、秋以降に出てくる消費の「夏

ノ〈テ」の悪影響だけ受けてしまうことにな りかねません。

一方で、従来は夏に売れ行きが落ちていた分野で、猛暑を逆手に取る動きが見られま

す。寝具分野で、体感温度が低 くなるマッ トなどの新商品を投入する動きや、ヒッ ト商

品となつた「冷や しておいしいパン」が典型です。テーマパークでは、暑さを吹き飛ば

すべ く、ほぼ全身に水を浴びるようなイベ ン トで集客に成功 した例も見られます。

このように、猛暑特需を捕まえにくい分野を含め、需要を取 り込む努力が今年の夏も

熱 く続きそうです。
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